
当研究所は，2008年２月，漁業経営の実

情把握と組合員の漁協事業に対するニーズ

の把握を目的に漁協組合員に対するアンケ

ート調査を実施した。本稿は，そのなかか

ら漁協組合員の漁業に対する考え方等を抽

出整理したものである。

調査対象組合員については，１都道府県

１漁協各100名を基本に，全漁連が会員40

都道府県の漁連に漁協選定，調査協力を依

頼し，各漁協から組合員あて配付するなど，

ＪＦグループの協力を得て行った。結果と

して，各県域の合併進捗状況や組合員規模

等を反映して，一部50部未満の漁協もある

など若干ばらつきが生じたが，37都道府県

70漁協の組合員を対象とした合計4,000部

でのアンケート調査となった。

なお，調査対象組合員の選定は漁協に一

任したため，回収が見込める組合員層，す

なわち総代あるいは水揚げ上位者等漁協と

の関係が密接な組合員層への配付となった

可能性が高く，一定程度のバイアスも想定

されることをあらかじめ断っておきたい。

こうした事情もあって，アンケート票の回

収は1,719通（回収率43.0％）にのぼり，郵

送による回収方法としてはかなり高い回収

実績となった。
（注）

アンケート回答者は，男性が93.6％とほ

とんどを占め（男性1,555人，女性107人，性

別未記入53人），しかも大半が自営漁業者

（91.0％）である。年齢別では，「39歳以下」

8.5％，「40～59歳」45.9％，「60～69歳」

28.1％，「70歳以上」17.4％であり，農林水

産省の漁業就業動向調査等における年齢構

成に比べて59歳以下の「働き盛り」層，と

りわけ40～59歳層の割合が高くなっている

（第１表）。

また，漁業の経験年数においても，「10

年以上」が90.6％，「５～９年」が5.9％を

占めており，この点でも漁業の担い手層に

よる回答割合の高さが推定される。漁協経

由でアンケート票を配付した影響とみられ

るが，一面では，今後の漁業や漁協問題を

考える場合のより有効な資料となるものと

考えられる。
（注）ただし，集計・分析の対象は３月末までに回
収した1,715通であり，４月以降回収した４通は
含んでいない。
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漁協組合員アンケートにみる漁業の現状と課題情
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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

１　アンケート調査の概要

（単位　人，％）

実数　 
構成比 

（参考） 

（注）　参考欄数値は、農林水産省「平成１９年漁業就業動
向調査結果の概要」（２０年３月３１日公表の「農林水産統計」）
における年齢構成。      

第1表　回答者の年齢階層別分布 

１，６９６ 
１００．０ 

-

有効　 
回答数 

１４５ 
８．５ 

１４．２ 

３９歳 
以下 

７７９ 
４５．９ 

３７．９ 

４０～５９ 
歳 

７７２ 
４５．５ 

４７．９ 

６０歳 
以上 

４７７ 
２８．１ 

-

６０～６９ 
歳 

２９５ 
１７．４ 

-

７０歳 
以上 



（１） 営んでいる漁業の概要

営んでいる漁業種類は多岐にわたるが，

いわゆる沿岸漁業に分類されるものが多

い。今回の回答者が営む漁業種類（複数回

答）は，「小型底びき網」（17.5％），「その

他の刺し網」（14.5％），「その他の網漁業」

（6.7％）などの各種網漁業，「沿岸いか釣」

（5.6％），「その他の釣」（11.7％），「ひき縄

釣」（4.3％）などの釣・はえ縄漁業，ある

いは採貝（14.6％），採藻（5.4％），「のり」

や「わかめ」などの藻類養殖業（14.0％），

「かき」や「ほたてがい」などの貝類養殖

業（9.5％）が多い。

こうした多種多様な漁業種類を，漁船漁

業に採貝・採藻漁業も含めたいわゆる漁業

と魚類・貝類・藻類を対象とする養殖漁業

に分類（以下，前者を「一般漁業」，後者を

「養殖漁業」，両漁業を行う経営体を「一般・

養殖兼業」と表記）し，それぞれの年齢階

層構成をみれば，専・兼業を問わず，養殖

漁業を営む漁業者の年齢階層は40～59歳層

が中心となっており，一般漁業を営む漁業

者に比べて概して若い。70歳以上層が少な

いことが大きな理由であるが，背景には養

殖漁業における相対的な重労働があるもの

と思われる（第２表）。

いずれにせよ，年齢階層別では「40～59

歳」層が多くを占めるが，いわゆる漁業の

担い手層に該当する人たちであるがゆえ

に，現在の漁業をどう思っているのか，あ

るいは漁業がどのような状況にあるのか，

といった点が大きなポイントとなる。

（２） 漁業収入割合と家計の状況

漁業の担い手層割合が高くなったことも

あり，回答世帯の漁業収入への依存度は高

い。「収入の大半（７割以上）」とする世帯

が71.0％と圧倒的に多く，次いで「収入の

一部」15.0％，「収入の半分程度（４～６割）」

12.5％と続く。これを年齢階層別でみた場

合，「働き盛り」層である「39歳以下」と

「40～59歳」層ではいっそう漁業収入への

依存度は高く，80％を超える状況となって

いる。しかし，家計の状況については，

「漁業収入のみで生計が成り立つ」との回

答は22.6％に過ぎず，「他の収入とあわせ

て何とか」（35.7％）と合わせてようやく過

半に達するという状況である。「苦しい」

とする世帯が39.6％を占め，具体的な内容

として「漁業では生

活できない」との記

入の多い「その他」

（2 .0％）と合わせ，

他の同居家族の収入

を含めても厳しい状

況にあることがうか
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２　営んでいる漁業の現状と課題

（単位　人，％） 

全　体 

一般漁業 
養殖漁業 
一般・養殖兼業 

（注）　全体には, 漁業種類未記入者も含むため, 漁業種類別の合計とは一致しない。          

第2表　漁業種類別の年齢階層分布 

１，６９６ 

１，２１４ 
１８９ 
２００ 

１００．０ 

１００．０ 
１００．０ 
１００．０ 

実数 構成比 

有効回答数 

１４５ 

９９ 
１２ 
２７ 

８．５ 

８．２ 
６．３ 
１３．５ 

実数 構成比 

３９歳以下 

７７９ 

５１８ 
１００ 
１１８ 

４５．９ 

４２．７ 
５２．９ 
５９．０ 

実数 構成比 

４０～５９歳 

４７７ 

３５８ 
６１ 
４０ 

２８．１ 

２９．５ 
３２．３ 
２０．０ 

実数 構成比 

６０～６９歳 

２９５ 

２３９ 
１６ 
１５ 

１７．４ 

１９．７ 
８．５ 
７．５ 

実数 構成比 

７０歳以上 



がわれる（第３表）。

年齢階層別では，「働き盛り」層である

「39歳以下」と「40～59歳」層で「漁業収

入のみで生計が成り立つ」割合がやや高ま

り，その分「他の収入とあわせて何とかや

っている」層の割合が低い。また60歳以上

層においては，59歳以下層に比べて「漁業

収入のみで生計が成り立つ」あるいは「苦

しい」とする回答割合が低く，その分「他

の収入とあわせて何とかやっている」とす

る割合が高い（同表）。その背景には，「働

き盛り」層に比べれば漁業収入は少ないが，

子育て費用や教育費等が減少し，その一方

で年金等その他収入が増加するなどの事情

があるものと思われる。

（３） やりがいと後継者問題

漁業の「やりがい」，後継者の有無等に

ついても質問している。

漁業の「やりがい」については，「やり

がいがある」との回答が辛うじて過半

（51.5％）を占めているものの，「やりがい

がない」が36.0％，「わからない」が12.5％

と，消極的な回答も相当な割合を占める。

年齢階層別では，「39歳以下」層で「やり

がいがある」とする割合が高く，また年齢

階層が高くなるにつれて「やりがいがある」

との回答割合が低くなる傾向がある。漁業

種類別では，専業漁業者（「一般漁業」と

「養殖漁業」）に違いはみられないが，兼業

漁業者（「一般・養殖兼業」）で「やりがいが

ある」とする回答割合が少ない（第４表）。

「やりがいがある」理由としては，「漁業

が好き」（53.6％），「能力次第で大きな仕事

ができる」（22.8％）に次いで，「自由な生

活」（17 . 4％）や「自然の中での生活」

（8.2％）が挙げられている。これを漁業種

類別にみた場合，「養殖漁業」を営む漁業

者に「能力次第で大きな仕事ができる」と

する割合が高いという特徴がある。資源や

天候等に対して受動的な部分が多い漁船漁

業に対し，創意工夫等能動的な部分が多い

ことがその背景であろう。逆に，「やりが

いがない」理由としては，「収入が不安定
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（単位　人，％）

漁
業
収
入
割
合 

家
計
の
状
況 

有効回答数 

収入の大半（７割以上） 
収入の半分程度（４～６割） 
収入の一部（３割以下） 
その他 

有効回答数 

漁業収入のみで生計が成り立つ 
他の収入とあわせて何とか 
苦しい 
その他 

（注）１　全体には, 年齢不詳（未記入）者の回答も含めているため, 年齢階層別回答数の計とは一致しない。        
２　家計の状況欄の「その他」は, 「漁業では生活できない」というものがほとんど。       

第3表　回答世帯における漁業収入と家計の状況 

１，４８４ 

１，０５４ 
１８５ 
２２２ 
２３ 

１，５６２ 

３５３ 
５５８ 
６１９ 
３２ 

１００．０ 

７１．０ 
１２．５ 
１５．０ 
１．５ 

１００．０ 

２２．６ 
３５．７ 
３９．６ 
２．０ 

実数 構成比 

全体 

１３０ 

１１０ 
１３ 
７ 
- 

１３２ 

３３ 
４１ 
５４ 
４ 

１００．０ 

８４．６ 
１０．０ 
５．４ 
- 

１００．０ 

２５．０ 
３１．１ 
４０．９ 
３．０ 

実数 構成比 

３９歳以下 

６９２ 

５５７ 
７０ 
５９ 
６ 

７２３ 

１９８ 
１９９ 
３１８ 
８ 

１００．０ 

８０．５ 
１０．１ 
８．５ 
０．９ 

１００．０ 

２７．４ 
２７．５ 
４４．０ 
１．１ 

実数 構成比 

４０～５９歳 

４１６ 

２６４ 
６４ 
７９ 
９ 

４５０ 

７９ 
１９９ 
１６３ 
９ 

１００．０ 

６３．５ 
１５．４ 
１９．０ 
２．２ 

１００．０ 

１７．６ 
４４．２ 
３６．２ 
２．０ 

実数 構成比 

６０～６９歳 

２３０ 

１１２ 
３６ 
７４ 
８ 

２４１ 

４２ 
１０７ 
８１ 
１１ 

１００．０ 

４８．７ 
１５．７ 
３２．２ 
３．５ 

１００．０ 

１７．４ 
４４．４ 
３３．６ 
４．６ 

実数 構成比 

７０歳以上 



（少ない）」とするものが圧倒的に多く

（80 .7％），次いで「老後の保障がない」

（16.2％）点が指摘されている。

後継者の有無に関しては，「後継者なし」

との回答が圧倒的に多く63.7％を占めてお

り，「後継者有り」（19 .5％）と「未定」

（16.8％）の合計をはるかに上回っている。

40歳以上の漁業者を対象としたアンケート

項目であり，「未定」とする回答について

は一定程度予想していたものの，「後継者

なし」との回答は予

想を上回る。03年漁

業センサスに比べて

後継者の確保状況は

良いものの，今回の

アンケートが漁業の

担い手層を中心とし

ている点を考えると

楽観できず，今後の

漁業者急減が懸念さ

れる状況といえよう

(第５表)。

（４） 営んでいる漁業における課題

現状の漁業に対する課題や問題点

などについては，「漁業に対して持つ

危機感」として設問した。回答内容

(複数回答)は，「魚価の低迷」（79.7％），

「燃油の高騰」（75.9％），「資源の減少」

（52.2％），「高齢化の進行・後継者の不

足」（33.2％）などが高い割合で出現し

ており，一般に現在の漁業における問

題点として列挙，指摘される事項とほ

ぼ一致している。漁業種類別にみてもこう

した傾向に変わりはないが，いくつか特徴

的な差異もある。「資源の減少」は「一般

漁業」において顕著（58.7％）であり，「養

殖漁業」では大きな問題となっていない

（18.9％）。「養殖漁業」では，それ以上に

「漁場の汚染・荒廃」（43.7％）が大きな問

題と認識されている。養殖漁場が「一般漁

業」における漁場よりもより沿岸域に存在

することなどがその理由であろう。
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（単位　人，％） 

実数　 
構成比 

実数　 
構成比 

実数　 
構成比 

実数　 
構成比 

有効回答数 

やりがいが 
ある 

やりがいが 
ない 
 
わからない 

（注）　全体には, 年齢不詳（未記入）者や漁業種類未記入者の回答も含んでいるため, 年齢階層別        
回答数や漁業種類別回答数の合計とは一致しない。       

第4表　漁業の「やりがい」について 

１，６２８ 
１００．０ 

８３９ 
５１．５ 

５８６ 
３６．０ 

２０３ 
１２．５ 

全体 全体 

１３４ 
１００．０ 

９１ 
６７．９ 

２３ 
１７．２ 

２０ 
１４．９ 

３９歳 
以下 

７０歳 
以上 

７２１ 
１００．０ 

３８８ 
５３．８ 

２５０ 
３４．７ 

８３ 
１１．５ 

４０～５９ 
歳 

４４９ 
１００．０ 

２１９ 
４８．８ 

２５０ 
５５．７ 

５１ 
１１．４ 

６０～６９ 
歳 

年齢階層別 漁業種類別 

１，６２８ 
１００．０ 

８３９ 
５１．５ 

５８６ 
３６．０ 

２０３ 
１２．５ 

１，２０４ 
１００．０ 

６３１ 
５２．４ 

４２３ 
３５．１ 

１５０ 
１２．５ 

一般 
漁業 

１８８ 
１００．０ 

１００ 
５３．２ 

６７ 
３５．６ 

２１ 
１１．２ 

養殖 
漁業 

１９７ 
１００．０ 

９１ 
４６．２ 

８５ 
４３．１ 

２１ 
１０．７ 

一般・ 
養殖 
兼業 

２４８ 
１００．０ 

１４１ 
５６．９ 

８５ 
３４．３ 

２２ 
８．９ 

（単位　名，％） 

全体 

一般漁業 

養殖漁業 

一般・養殖兼業 

実数 
構成比 

（参考）沿岸漁業層 

実数 
構成比 

（参考）漁船漁業等 

実数 
構成比 

（参考）海面養殖 

実数 
構成比 

（注）１　全体には, 漁業種類未記入者も含めているため, 漁業種類別回
答者数の合計とは一致しない。     
２　参考欄数値は, ２００３年漁業センサスにおける後継者の有無別
個人経営体数割合。    

第5表　漁業後継者の有無 

１，５０５ 
１００．０ 

- 

１，１１５ 
１００．０ 

- 

１７５ 
１００．０ 

- 

１７３ 
１００．０ 

２９３ 
１９．５ 

１３．１ 

２１４ 
１９．２ 

１０．２ 

４５ 
２５．７ 

２６．８ 

２８ 
１６．２ 

９５９ 
６３．７ 

８６．９ 

７５１ 
６７．４ 

８９．８ 

７８ 
４４．６ 

７３．２ 

１０３ 
５９．５ 

２５３ 
１６．８ 
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燃料効率を考えた操業等さまざまな取組み

を行っているが，とても個々の経営体で吸

収できる状況ではない。魚価がほぼ横ばい

のなかで燃油価格は異常に高騰しており

（第１図），このままでは，漁業そのものの

存続が危うい状況となっている。

漁業に限られる問題ではないが，再生産

が困難な状況となっている食料産業に関し

ては，エネルギー転換等長期的な対策に加

え，当面の支援策も急がれる状況といえよ

う。

（専任研究員　出村雅晴・でむらまさはる）

農林金融2008・7
47 - 411

今回のアンケート調査でも，「魚価の低

迷」と「燃油の高騰」が大きな問題となっ

ていることが確認された。これに対して漁

業者は，「鮮度保持」「活魚出荷」など付加

価値向上に向けた取組みもおこなっている

ものの，それ以上に「漁業資材費の節約」

「船を大事に（長く）使用する」「省エネ操

業」等のコスト削減への取組みが多く行わ

れている。

魚価については，漁協系統が多く運営す

る産地市場に対してそれだけ大きな期待が

寄せられているともいえる。市場統合，仲

買人の増強，消費地への直接販売も含めた

販路拡大等が急がれる。

しかし，それ以上に深刻なのは燃油の高

騰であろう。調査時以降も値上がりが続い

ている。ヨーロッパ等でストや暴動等問題

化しているが，わが国でも燃油高騰の影響

は大きく，２割程度とされた漁業コストに

占める割合も大きく上昇している。漁業者

は，出漁回数の削減，近い漁場への変更，

３　急がれる当面の支援策

資料　日銀「企業物価指数（CGPI）（２０００年基準）」 
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第1図　燃油価格と魚価 
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